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平成１８年９月２９日判決言渡

平成１７年(行コ)第１０号 公文書非開示処分取消請求各控訴事件（原審・高知

地方裁判所 平成１５年(行ウ)第１８号）

判決

主文

１ １審原告らの本件控訴に基づき，原判決を次のとおり変更する。

１審被告が１審原告Ａに対して平成１５年８月６日付けでした公文書非開(１)

示処分（同日付け捜一発第４８０号により同１審原告に通知されたもの）の

うち，別紙文書目録記載の部分を開示しないとした処分を取り消す。

１審被告が１審原告Ａに対して平成１５年８月７日付けでした公文書非開(２)

示処分（同日付け暴対発第３９３号により同１審原告に通知されたもの）の

うち，別紙文書目録記載の部分を開示しないとした処分を取り消す。

１審被告が１審原告Ｂに対して平成１５年８月６日付けでした公文書非開(３)

示処分（同日付け捜二発第１７８号により同１審原告に通知されたもの）の

うち，別紙文書目録記載の部分を開示しないとした処分を取り消す。

１審原告らのその余の請求をいずれも棄却する。(４)

２ １審被告の本件控訴を棄却する。

３ 訴訟費用は第１，２審を通じて３分し，その１を１審原告らの負担とし，そ

の余を１審被告の負担とする。

事実及び理由

第１ 控訴の趣旨

１ １審原告ら

原判決を次のとおり変更する。

１審被告が１審原告Ａに対して平成１５年８月６日付けでした公文書非(１)

（ ）開示処分 同日付け捜一発第４８０号により同１審原告に通知されたもの
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を取り消す。

１審被告が１審原告Ａに対して平成１５年８月７日付けでした公文書非(２)

（ ）開示処分 同日付け暴対発第３９３号により同１審原告に通知されたもの

を取り消す。

１審被告が１審原告Ｂに対して平成１５年８月６日付けでした公文書非(３)

（ ）開示処分 同日付け捜二発第１７８号により同１審原告に通知されたもの

を取り消す。

１審被告が１審原告Ｂに対して平成１５年８月６日付けでした公文書部(４)

分開示処分（同日付け捜二発第第１７７号により同１審原告に通知された

もの）のうち，公文書を非開示とした部分（ただし，平成１８年３月１３

日付けでした公文書部分開示処分（同日付け捜二発第３５号により同１審

原告に通知されたもの）で一部開示した部分を除く ）を取り消す。。

２ １審被告

原判決中，１審被告敗訴部分を取り消す。(１)

前項の部分に係る１審原告Ａの請求を棄却する。(２)

第２ 事案の概要

１ 本件の事案の概要は，後記２のとおり付加訂正するほか，原判決の「事実

及び理由」中第２に記載のとおりであるから，これを引用する。

２ 原判決６頁１９行目の次に，改行の上，次のとおり付加する。(１)

「 なお，１審被告は，後記のとおり，平成１８年３月，前記の部分開示

処分を取り消した上，改めて開示処分ないし部分開示処分をした。その結

果，上記イ，ウは新たな上記各処分により開示されるに至った 」。

原判決２３頁６行目の「県費本部」を「県警本部」に改め，２４頁１８(２)

行目の次に，改行の上，次のとおり付加する。

「 ⑧ 高知県議会の請求及び高知県知事の要求による監査の実施

高知県議会は，平成１７年７月７日，監査委員に対し，平成１４
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年度及び平成１５年度の警察本部及び高知警察署における捜査費の

執行についての違法，不当な行為の有無について監査を行うよう請

求した（甲１０１ 。）

また，高知県知事は，同月８日，監査委員に対し，平成１２年度

から平成１５年度までの県警本部及び高知警察署での県費に係る捜

査費に関する事務について，監査を求めた（甲１０２ 。）

監査委員は，その判断により，平成１６年度の捜査費の執行につ

， （ 「 」 。）いても監査の対象に加えた上で 監査 以下 特別監査 という

を実施することとし，平成１７年８月２６日，県警本部での実地検

査に着手し 平成１８年２月２２日 監査結果報告書を提出した 甲， ， （

１１３ 。）

特別監査は，捜査第一課，暴力団対策課，捜査第二課をも対象と

， ，し 捜査費が法令等に基づく適正な手続によって執行されているか

領収書又はレシートといった証拠書類が適正に保管されているか，

執行された捜査費が支出の目的に沿って適正に使用されているか，

執行された捜査費が正当な債権者に支払われているかといった事項

に主眼を置いて実施された。

特別監査の結果，対象となった１万３７８９件（５１４１万８６

３６円）のうち，支出の実体がないと判断されるものは８５件（７

７万７９６６円 ，支出が不適正と判断するものは１１５件（６９）

万１６９３円 ，支出が不自然で疑念があるものは３１７８件（１）

６４５万０２２２円）に上り，これらの件数の合計は全体の２４．

５パーセント，金額の合計は全体の３４．９パーセントにまで及ぶ

ものであった。

１審被告による本件開示請求に対する新たな処分(13)

１審被告は，平成１８年３月１３日，本件各開示請求に対し，次の
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とおり，処分をした。

① 本件開示請求１に関する処分

１審被告は，平成１８年３月１３日，本件開示請求１に対する部

分開示処分（原判決別紙処分詳細記載４）を取り消し，

ア 平成１４年度の捜査第一課の国費の捜査費支払証拠書のうち，

「各月分の表紙 「各月分の捜査費総括表 「平成１４年度平成」， 」，

１５年３月分の捜査費支払証拠書のうち返納決議書及び取扱責任

者の領収書」

イ 平成１４年度の捜査第一課の県費の捜査費支払証拠書のうち，

「各月分の表紙」及び「各月分の捜査費受払表」

を開示するとの処分をし，同日付け捜一発第１２３号公文書開示決

定通知書をもって，その旨を１審原告Ａに通知した （乙３６の１。

・２）

② 本件開示請求２に関する処分

１審被告は，平成１８年３月１３日，本件開示請求２に係る部分

開示処分（原判決別紙処分詳細記載５）を取り消し，

ア 平成１４年度の暴力団対策課の国費の捜査費支払証拠書のう

ち 「各月分の表紙 「各月分の捜査費総括表 「平成１４年度， 」， 」，

平成１５年３月分の捜査費支払証拠書のうち返納決議書，取扱責

任者の領収書」

イ 平成１４年度の暴力団対策課の県費の捜査費支払証拠書のう

ち 「各月分の表紙」及び「各月分の捜査費受払表」，

を開示するとの処分をし，同日付け暴対発第１０６号公文書開示決

定通知書をもって，その旨を１審原告Ａに通知した （乙３７の１。

・２）

③ 本件開示請求３に関する処分
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１審被告は，平成１８年３月１３日，本件開示請求３に係る部分

開示処分（原判決別紙処分詳細記載６）を取り消し，

ア 平成１４年度の捜査第二課の国費の捜査費支払証拠書のうち，

「各月分の表紙 「各月分の捜査費総括表 「平成１４年度平成」， 」，

１５年３月分の捜査費支払証拠書のうち，返納決議書，取扱責任

者の領収書」

イ 平成１４年度の捜査第二課の県費の捜査費支払証拠書のうち，

「各月分の表紙」及び「各月分の捜査費受払表」

を開示するとの処分をし，同日付け捜二発第３５号公文書開示決定

通知書をもって，その旨を１審原告Ｂに通知するとともに，

ウ 平成１４年度平成１４年７月分の捜査第二課の国費の捜査費支

払証拠書のうち 「激励慰労費の執行に係る捜査費支出伺（添付，

書類含む。ただし 「支出事由」欄の氏名を除く 「支払精算， 。）」，

（ 。 ， 。）」書 添付書類含む ただし 警部補以下の警察官の氏名を除く

を開示するとの処分をし，反面，ウの除外部分については，下記の

理由を挙げて，非開示とするとの処分をし，同日付け捜二発第３４

号公文書部分開示決定通知書をもって，その旨を１審原告Ｂに通知

した （乙３８の１ないし３）。

記

本件条例第６条第１項第２号該当

（理由）

捜査費支出伺の非開示とした部分には，他の情報と結びつけるこ

とにより，特定の個人を識別することができる情報が記載されてお

り，かつ，ただし書のいずれにも該当しないため。

また，前記以外の非開示とした部分には，本件条例第６条第１項

第２号ウの実施機関が定める公務員の氏名（本件規則第２条に規定
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する公務員の氏名）が記載されており，特定の個人を識別すること

ができるため 」。

原判決４２頁１３行目から同４４頁２０行目までを削り，同４６頁１０(３)

行目の「本件非開示情報２」を「本件非開示情報２－１」に改め，同１２

， 「 」 「 」 ， 「 」行目を削り 同１３行目の (ア) を ア に 同４７頁１３行目の (イ)

を「イ」に，同４８頁１行目の「(ウ)」を「ウ」にそれぞれ改め，同２２

行目から同４９頁１３行目までを削る。

３ 前記のとおり，１審被告は，平成１８年３月１３日，本件開示請求に対し

て新たな処分を行い，これにより公文書開示決定がされた部分について１審

原告らは当審において訴えを取り下げた。その結果，１審原告らは，第１の

１ ないし 記載の裁判を求めている。(１) (４)

第３ 当裁判所の判断

１ 原判決の引用

争点に対する当裁判所の判断は，後記２のとおり付加訂正するほか，原判

決の「事実及び理由」中第３の記載を引用する。

「 」 「 」 ，２ 原判決６３頁１４行目の 非開示とされる を 非開示とされない に(１)

「 」 「 ，同６６頁２３行目の 当該墨塗り を 本件非開示情報１－３に関しては

１審原告Ｂに開示された捜査第二課の激励慰労費執行に係る「捜査費支出

伺」の写しの当該箇所に墨塗りが施されているところ，当該墨塗り」にそ

れぞれ改め，同６８頁１０行目の「 ，同２６行目及び同７５頁３行目の。」

各「明らかに」をそれぞれ削り，同７６頁８行目から同７７頁６行目末尾

までを「② 本件非開示情報２－２及び２－３の４号該当性については判

断を要しない 」に，同８２頁１５行目の「指摘し，これを受けた警察庁。

が，会計適正化を求める通達を都道府県警察に発出していること（弁論の

全趣旨 」を「指摘し（乙２０ ，これを受けて平成１２年９月１４日付け） ）

で，警察庁から都道府県警察に「都道府県警察における情報公開の推進に
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ついて」の通達が発出されたこと（乙２１ 」に改め，同８７頁４行目末）

尾に「具体的に」を，同７行目末尾に「また，１審被告は，その対応は高

知地検による捜査に誠実に協力することによって図ることにしようとの方

針を採ったためであるとも主張するが，自ら可能な限りの調査をすること

は組織の自浄作用として当然に是認すべきものであり，手段，方法に配慮

すれば捜査妨害とのそしりを受けるとは考え難く，この主張も不自然とい

うほかない 」をそれぞれ加え，同２０行目の「たことから」を「ことか。

ら」に，同８８頁４行目の「万全の信頼」を「全幅の信頼」にそれぞれ改

， ， 「 」 「 」め 同８９頁９行目から同２２行目までを削り 同２３行目の ウ を イ

に，同行及び同９０頁２行目から３行目にかけての「別紙文書目録１」を

「 」 ， 「 」 「 」 。本判決別紙文書目録 に 同７行目の エ を ウ にそれぞれ改める

原判決９０頁１４行目の次に，改行の上，次のとおり加える。(２)

「エ １審被告は，本件条例６条２項の解釈論につき，非開示情報を開示

することによる不利益に鑑みれば，疑惑解明という公益上の理由で開

示する場合があったとしても，それは単なる疑惑が存在するというだ

けでは足りず，人の生命や身体，財産等の保護のために開示をより必

， ，要とする情報であること 又は開示という方法で疑惑の解明が図られ

かつ，そうしなければ疑惑の解明を図ることができないような状況が

あることが必要である旨主張し，本件手引にも一部これに沿う記載が

ある。

しかしながら，捜査第一課の捜査費に関する組織的疑惑の解明は，

監査委員による本件監査結果や会計検査院による本件検査結果によっ

ても図られず，高知県議会の請求及び高知県知事の要求による監査の

実施に及んだものの，特別監査の結果報告においても，支出の実体が

ない，支出が不適正，支出が不自然で疑念があると判断された件数は

全体の２４．５パーセント，金額は合計の３４．９パーセントあり，
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監査委員に対しても情報がすべて明らかにされないため，上記指摘以

外の部分が適正に支出されたものであると言い切れないとされている

（甲１１３ 。このように上記組織的疑惑が存在するにもかかわらず）

いまだに解明されず，捜査費が高知県民の公金の使途に関することで

あることに照らせば，本件条例の目的である「県民の県政に対する理

解と信頼を深める」ため，上記判断のとおり本件非開示情報２－１の

うち別紙文書目録記載の情報を開示するのが不可欠であると認めるの

が相当であり，同情報を非開示とした１審被告の処分は本件条例６条

２項の適用を誤った違法があると解される。したがって，１審被告の

上記主張は採用できない。

オ なお，１審被告は，本件訴訟は，本件非開示処分時における処分の

適法性が判断されるべきであるから，疑惑解明という公益上の理由に

ついても，本件非開示処分時における疑惑やその当時における状況を

基に判断すべきであり，その後の事情である特別監査結果報告書は考

。 ， ，慮すべきではない旨主張する しかしながら 特別監査結果報告書は

本件非開示処分時以前の警察本部の捜査費に関する会計処理状況を説

， ，明したものであって 処分時以降の会計処理を説明したものではなく

疑惑解明という公益上の理由は本件処分時から客観的に存在していた

ものであるから，本件非開示処分時における処分の適法性の判断にお

いて，特別監査結果報告書を考慮することに問題はない 」。

原判決９０頁１５行目から同９１頁４行目までを次のとおり改める。(３)

「② さらに，捜査第二課及び暴力団対策課の各捜査費支払証拠書について検討

するに，前記(2)②のとおり，警視庁，北海道警察本部，静岡県警察本

部，福岡県警察本部，愛媛県警察本部等，全国広域にわたって，捜査費

の支出過程に非難されるべき点が認められ，新聞報道や雑誌，書籍等に

おいて警察の組織的不正経理が取りざたされ（甲１９，２２，２４，２
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５，３８，４０，４１，４２，４７，５１，６７，７２，８０，８４，

， ， ， ， 。 。），８５ ９６ １００ １０９ １１０ 枝番のあるものは枝番を含む

また，前記(3)のとおり，平成１４年度における捜査第一課の捜査費の

執行に係る組織的不正経理に関する疑惑があること，捜査費の執行に係

る手続において捜査第一課と暴力団対策課及び捜査第二課との間で相違

はないこと，１審被告としては捜査第一課のみが捜査費に関し特殊な処

理を行っていたとの認識は有していないこと（弁論の全趣旨）に加え，

特別監査においては支出の実体がない，あるいは不適正な支出と判断さ

れるものが多数存在することが明らかとなり，この特別監査は平成１４

年度の捜査第一課等を含む県警本部等の捜査費を対象とするものである

こと 特別監査の過程において聞き取り調査を受けた捜査員の中には 上， 「

司から鉛筆書きを示されてそのとおりに書類を作るよう指示され，その

まま書いた 「領収書を作るように言われて，電話帳で適当に名前を拾」，

って作った 「支払書類に押印している印影の印鑑は自分が持っている」，

ものではなく，明らかに会計の係が持っている印鑑である。なお，会計

の係は三文判の印鑑を数多く持っている 「飲食費の領収書も私的な飲」，

食の際の領収書を使って，協力者との接触費であるかのように辻褄を合

わせた。店舗によっては白地の領収書をもらって来て適当に使ってい

た 「菓子折などの手土産の領収書は，私的な買物の際のものを含めて」，

集めておいて，精算の際に辻褄を合わせる」等とまで陳述する者も存し

たこと（甲１１３）をも考慮すれば，平成１４年度当時において，広く

県警本部における組織的不正経理に対する疑惑が存在していたと指摘す

ることできる。したがって，本件各開示請求との関係でいえば捜査第二

課，暴力団対策課についても，捜査第一課に対するのと同程度の疑惑が

存在するものというべきであるから，捜査第二課及び暴力団対策課の各

捜査費支払証拠書についても，捜査第一課と同様に，別紙文書目録記載
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の限度で本件非開示情報２－１を非開示とすることにより保護される利

益に明らかに優越する公益上の理由があるというべきである 」。

３ 以上の検討によれば，本件各開示請求に対し，１審被告が行った各非開示

処分のうち，別紙文書目録記載の各文書について非開示とした部分は，本件

条例６条２項の解釈適用を誤った違法があるからこれを取り消すのが相当で

あるが，同処分のその余の部分及び本件開示請求３に対する部分開示処分の

うち非開示とした部分については適法と認められるので，１審原告らの請求

は，主文掲記の限度で理由があるからこれを認容し，その余の請求はいずれ

も理由がないからこれを棄却すべきところ，これと異なる原判決を１審原告

らの本件控訴に基づき変更し，１審被告の本件控訴には理由がないから棄却

することとし，主文のとおり判決する。

高松高等裁判所第４部

裁判長裁判官 馬渕 勉

裁判官 豊澤佳弘

裁判官 齋藤 聡
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（別紙）

文 書 目 録

平成１４年度の警察本部刑事部捜査第一課，捜査第二課及び暴力団対策課の国

費及び県費の各捜査費支払証拠書のうち，

１ 各「捜査費支出伺（別紙要式３ 」中の，）

「課（署）長 「総括補佐（副署長・次長 「出納簿登記」欄にある各(１) 」， ）」，

印影

作成年月日(２)

「￥ 」欄に記載された金額及び「金額」欄に記載された金額(３)

被交付者欄（ 渡」欄）に記載された捜査員の官職(４) 「

内訳欄中の「官職」欄に記載された捜査員の官職(５)

２ 各「支払精算書（別紙要式４ 」中の，）

取扱者あて名（ 課（署）長殿」欄）(１) 「

精算年月日(２)

精算者の氏名等欄（ 印」欄）に記載された捜査員の官(３) 「

職

「既受領額」欄 「支払額」欄 「差引過不足（△）額」欄，支払額内訳の(４) ， ，

「金額」欄に記載された各金額

「課（署）長 「総括補佐（副署長・次長 「出納簿登記」欄にある各(５) 」， ）」，

印影

精算結果伺（捜査費執行の結果生じた返納又は追給について 「上記の返(６) ，

納額について返納してよろしいか 「上記の不足額について支出してよろ。」，

しいか 」との伺い，及び，精算の結果に係る，返納額の年月日又は不足額。

の領収年月日の記載 ）。

取扱者氏名及び印影（ 領収書を徴することができなかった理由は，支払(７) 「
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事由欄記載のとおり相違ないことを確認する 」との定型文言の後にある取。

扱者の氏名及び印影）

３ 各「捜査費交付書兼支払精算書（別紙要式５ 」中の，）

「課（署）長 「総括補佐（副署長・次長 「出納簿登記」欄にある各(１) 」， ）」，

印影

精算・報告年月日(２)

取扱者あて名（ 課（署）長殿」欄）(３) 「

中間交付者の氏名等欄（ 印」欄）に記載された中間交(４) 「

付者の官職

「既受領額」欄 「交付額」欄 「支払額」欄 「返納額」欄に記載された(５) ， ， ，

各金額

内訳の 「交付額」欄 「支払額」欄 「返納額」欄に記載された各金額(６) ， ， ，

内訳の「官職」欄に記載された捜査員の官職(７)

４ 各「支払伝票（別紙様式６ 」中の，）

作成年月日(１)

捜査員の氏名等欄（ 印」欄）に記載された捜査員の官(２) 「

職

「金額」欄に記載された金額(３)

５ 各支払精算書又は各支払伝票に添付（別紙添付，貼付等の形式の別を問わな

い ）された資料中に記載（筆記，印字の別を問わない ）された金額。 。

以 上
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